
 

 

さいたま市告示第１４６７号 

さいたま市災害救助法施行細則（令和２年さいたま市規則第６８号）第２条及び第１０条の規定による災害救助法に

よる救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準の一部を改正する告示を次のように定める。 

  令和８年９月９日 

さいたま市長 清 水 勇 人   

 

 災害救助法による救助の程度、方法及び期間並びに実費弁償の基準の一部を次のように改正する。 

 次の表中下線の表示部分（以下、改正前の欄にあっては「改正部分」と、改正後の欄にあっては「改正後部分」とい

う。）については、次のとおりとする。 

 ⑴ 改正部分及びそれに対応する改正後部分が存在するときは、当該改正部分を当該改正後部分に改める。 

 ⑵ 改正部分のみ存在するときは、当該改正部分を削る。 

 ⑶ 改正後部分のみ存在するときは、当該改正後部分を加える。 

改正後 改正前 

（避難所及び応急仮設住宅の供与） （避難所及び応急仮設住宅の供与） 

第２条 法第４条第１項第１号及び第２項の避難所並びに

同条第１項第１号の応急仮設住宅の供与は、次の各号に

掲げる施設ごとに、当該各号に定めるところにより行う

ものとする。 

第２条 法第４条第１項第１号の避難所及び応急仮設住宅

の供与は、次の各号に掲げる施設ごとに、当該各号に定

めるところにより行うものとする。 

１ 避難所 １ 避難所 

 ⑴ [略]  ⑴ [略] 

 ⑵ 原則として、学校、公民館等既存の建物を利用する

こと。ただし、これら適当な建物を利用することが困

難な場合は、野外に移動可能な施設、車両等を設置し

、又はその他の適切な方法により実施すること。 

 ⑵ 原則として、学校等既存の建物を利用すること。た

だし、これら適当な建物を利用することが困難な場合

は、野外への仮小屋の設置、天幕の設営その他の適切

な方法により実施すること。 
⑶ 避難所の設置のため支出できる費用は、避難所の

設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消

耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上

費又は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費

（法第４条第２項の避難所については、災害が発生

するおそれがある場合において必要となる別に定め

る経費）として、避難所の利用者１人１日当たり３

７０円以内とすること。 

⑶ 避難所の設置のため支出できる費用は、避難所の

設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消

耗器材費、建物の使用謝金、器物の使用謝金、借上

費又は購入費、光熱水費並びに仮設便所等の設置費

として、避難所の利用者１人１日当たり３３０円以

内とすること。 

 ⑷ 法第２条第２項に基づき、福祉避難所（主として高

齢者、障害者、乳幼児その他の特に配慮を要する者を

滞在させるものであって、災害対策基本法施行令（昭

和３７年政令第２８８号）第２０条の６第１号から第

５号までに定める基準に適合する避難所をいう。）を

設置した場合は、⑶の金額に、当該特別な配慮のため

に必要な通常の実費を加算することができるものとす

ること。 

 ⑷ 福祉避難所（高齢者、障害者等（以下「高齢者等」

という。）であって避難所での避難生活において特別

な配慮を必要とするものに供与する避難所をいう。）

を設置した場合は、⑶の金額に、当該特別な配慮のた

めに必要な通常の実費を加算することができるものと

すること。 

 ⑸ [略]  ⑸ [略] 
 ⑹ 法第４条第１項第１号の避難所を開設できる期間は

、災害発生の日から７日以内とし、同条第２項の避難

所を開設できる期間は、法第２条第２項の規定による

救助を開始した日から、別に定める日までの期間とす

ること。 

 ⑹ 避難所を開設できる期間は、災害発生の日から７日

以内とすること。 



 

 

２ 応急仮設住宅 ２ 応急仮設住宅 
[略] [略] 
 ⑴ 建設型応急住宅  ⑴ 建設型応急住宅 
  ア [略]   ア [略] 
  イ １戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、

地域の実情、世帯構成等に応じて設定することとし

、その設置のために支出できる費用は、設置に係る

原材料費、労務費、付帯設備工事費、輸送費及び建

築事務費等の一切の経費として、７，２５９，００

０円以内とすること。 

  イ １戸当たりの規模は、応急救助の趣旨を踏まえ、

地域の実情、世帯構成等に応じて設定することとし

、その設置のために支出できる費用は、設置に係る

原材料費、労務費、付帯設備工事費、輸送費及び建

築事務費等の一切の経費として、５，７１４，００

０円以内とすること。 
  ウ [略] ウ [略] 
  エ 福祉仮設住宅（老人居宅介護等事業等を利用しや

すい構造及び設備を有し、高齢者、障害者等であっ

て日常の生活上特別な配慮を要する複数のものに供

与する施設をいう。）を建設型応急住宅として設置

できること。 

  エ 福祉仮設住宅（老人居宅介護等事業等を利用しや

すい構造及び設備を有し、高齢者等であって日常の

生活上特別な配慮を要する複数のものに供与する施

設をいう。）を建設型応急住宅として設置できるこ

と。 
  
（炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給） （炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給） 
第３条 法第４条第１項第２号の炊き出しその他による食

品の給与及び飲料水の供給は、次の各号に掲げる救助に

応じ、当該各号に定めるところにより行うものとする。 

第３条 法第４条第１項第２号の炊き出しその他による食

品の給与及び飲料水の供給は、次の各号に掲げる救助に

応じ、当該各号に定めるところにより行うものとする。 
 ⑴・⑵ [略]  ⑴・⑵ [略] 

⑶ 炊き出しその他による食品の給与を実施するため

支出できる費用は、主食、副食及び燃料等の経費と

し、１人１日当たり１，４８０円以内とすること。 

⑶ 炊き出しその他による食品の給与を実施するため

支出できる費用は、主食、副食及び燃料等の経費と

し、１人１日当たり１，１６０円以内とすること。 
  

（被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与） （被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与） 
第４条 法第４条第１項第３号の被服、寝具その他生活必

需品の給与又は貸与（以下「生活必需品の給与等」とい

う。）は、次に定めるところにより行うものとする。 

第４条 法第４条第１項第３号の被服、寝具その他生活必

需品の給与又は貸与（以下「生活必需品の給与等」とい

う。）は、次に定めるところにより行うものとする。 
１・２ [略] １・２ [略] 
３ 生活必需品の給与等のため支出できる費用は、季別及

び世帯区分により１世帯当たり次に掲げる額を上限とす

る。この場合において、季別は、夏季（４月から９月ま

での期間をいう。以下同じ。）及び冬季（１０月から３

月までの期間をいう。以下同じ。）とし、災害発生の日

をもって決定すること。 

３ 生活必需品の給与等のため支出できる費用は、季別及

び世帯区分により１世帯当たり次に掲げる額を上限とす

る。この場合において、季別は、夏季（４月から９月ま

での期間をいう。以下同じ。）及び冬季（１０月から３

月までの期間をいう。以下同じ。）とし、災害発生の日

をもって決定すること。 
 ⑴ 住家の全壊、全焼又は流失により被害を受けた世帯 

 

 ⑴ 住家の全壊、全焼又は流失により被害を受けた世帯 

 ⑵ 住家の半壊、半焼又は床上浸水により被害を受けた

世帯 
 ⑵ 住家の半壊、半焼又は床上浸水により被害を受けた

世帯 

 

季別 1 人世帯 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯 世帯員が 6 人以上

の世帯 

夏季 20,900 円 26,900 円 39,900 円 47,600 円 60,300 円 60,300 円に 5人

を超える世帯員 1

人につき 8,800 円

を加算した額 

冬季 34,700 円 44,800 円 62,500 円 73,100 円 92,100 円 92,100 円に 5人

を超える世帯員 1

人につき 12,700

円を加算した額 
 

季別 1 人世帯 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯 世帯員が 6人以上

の世帯 

夏季 18,800 円 24,200 円 35,800 円 42,800 円 54,200 円 54,200 円に 5人

を超える世帯員 1

人につき 7,900 円

を加算した額 

冬季 31,200 円 40,400 円 56,200 円 65,700 円 82,700 円 82,700 円に 5人

を超える世帯員 1

人につき 11,400

円を加算した額 



 

 

 

 

 
 

  
（福祉サービスの提供）  
第７条 法第４条第１項第６号の福祉サービスの提供は、

次の各号の定めるところにより行うものとする。 
 

１ 災害により現に被害を受け、避難生活において配慮を

必要とする高齢者、障害者、乳幼児その他の者（以下「

災害時要配慮者」という。）に対して、応急的に処置す

るものであること。 

 

２ 都道府県知事等（法第３条に規定する「都道府県知事

等」をいう。）又は災害発生市町村等（法第１１条に規

定する「災害発生市町村等」をいう。）の長からの要請

を受けて行うものであること。 

 

３ 次の範囲内において行うこと。  
 ⑴ 災害時要配慮者に関する情報の把握  
 ⑵ 災害時要配慮者からの相談対応  
 ⑶ 災害時要配慮者に対する避難生活上の支援  
 ⑷ 災害時要配慮者の避難所への誘導  
 ⑸ 福祉避難所の設置（法第２条第２項に基づき設置す

る場合を除く。） 
 

４ 福祉サービスの提供のため支出できる費用は、前号⑴

から⑷までの場合は消耗器材費又は器物の使用謝金、借

上費若しくは購入費として当該地域における通常の実費

とし、同号⑸の場合は消耗器材費、建物の使用謝金、器

物の使用謝金、借上費又は購入費、光熱水費並びに仮設

便所等の設置費として当該地域における通常の実費とす

ること。 

 

５ 福祉サービスの提供を実施できる期間は、災害発生の

日から７日以内とすること。 
 

  
（被災した住宅の応急修理） （被災した住宅の応急修理） 
第８条 法第４条第１項第７号の被災した住宅の応急修理

は、次に定めるところにより行うものとする。 
第７条 法第４条第１項第６号の被災した住宅の応急修理

は、次に定めるところにより行うものとする。 
１ 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理 １ 災害のため住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ずる

程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理をすること

ができない者又は住家が大規模な補修を行わなければ居

住することが困難である程度に半壊した者に対して行う

ものであること。 
⑴ 災害のため住家が半壊、半焼又はこれらに準ずる

程度の損傷を受け、雨水の侵入等を放置すれば住家

の被害が拡大するおそれがある者に対して行うもの

であること。 

 

 

季別 1 人世帯 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯 世帯員が 6人以上

の世帯 

夏季 6,900 円 9,200 円 13,800 円 16,800 円 21,100 円 21,100 円に 5人

を超える世帯員 1

人につき 3,000 円

を加算した額 

冬季 11,000 円 14,400 円 20,500 円 24,300 円 30,700 円 30,700 円に 5人

を超える世帯員 1

人につき 4,000 円

を加算した額 

 

季別 1 人世帯 2 人世帯 3 人世帯 4 人世帯 5 人世帯 世帯員が 6人以上

の世帯 

夏季 6,100 円 8,300 円 12,400 円 15,100 円 19,000 円 19,000 円に 5人

を超える世帯員 1

人につき 2,600 円

を加算した額 

冬季 10,000 円 13,000 円 18,400 円 21,900 円 27,600 円 27,600 円に 5人

を超える世帯員 1

人につき 3,600 円

を加算した額 



 

 

 ⑵ 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理が必

要な部分に対し、合成樹脂シート、ロープ、土嚢等を

用いて行うものとし、その修理のために支出できる費

用は、1世帯当たり５６，４００円以内とすること。 

 

⑶ 住家の被害の拡大を防止するための緊急の修理は

、災害発生の日から１０日以内に完了すること。 
 

２ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理 ２ 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分

に対し、現物をもって行うものとし、その修理のために

支出できる費用は、１世帯当たり次に掲げる額以内とす

ること。 
 ⑴ 災害のため住家が半壊、半焼若しくはこれらに準ず

る程度の損傷を受け、自らの資力では応急修理をする

ことができない者又は大規模な補修を行わなければ居

住することが困難である程度に住家が半壊した者に対

して行うものであること。 

⑴ ⑵に掲げる世帯以外の世帯 ５９５，０００円 

⑵ 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の

部分に対し、現物をもって行うものとし、その修理

のために支出できる費用は、１世帯当たり次に掲げ

る額以内とすること。 

 ⑵ 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により被害を受け

た世帯 ３００，０００円 

ア イに掲げる世帯以外の世帯 ７５７，０００円  
イ 半壊又は半焼に準ずる程度の損傷により 
被害を受けた世帯 ３６７，０００円 

 

⑶ 日常生活に必要な最小限度の部分の修理は、災害

発生の日から３月以内（災害対策本法（昭和３６年

法律第２２３号）第２３条の３第１項に規定する特

定災害対策本部、同法第２４条第１項に規定する非

常災害対策本部又は同法第２８条の２第１項に規定

する緊急災害対策本部が設置された災害にあっては

、６月以内）に完了すること。 

 

 ３ 住宅の応急修理は、災害発生の日から１月以内に完了

すること。 
  
（生業に必要な資金の貸与） （生業に必要な資金の貸与） 
第９条 法第４条第１項第８号の生業に必要な資金の貸与

は、次の各号に定めるところにより行うこととする。

  

第８条 法第４条第１項第７号の生業に必要な資金の貸与

は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

  
（学用品の給与） （学用品の給与） 
第１０条 法第４条第１項第９号の学用品の給与は、次の

各号に定めるところにより行うものとする。 
第９条 法第４条第１項第８号の学用品の給与は、次の各

号に定めるところにより行うものとする。 
１・２ [略] １・２ [略] 
３ 学用品の給与のため支出できる費用は、次の⑴及び⑵

に掲げる費用につきそれぞれ⑴及び⑵に定める額を上限

とすること。 

３ 学用品の給与のため支出できる費用は、次の⑴及び⑵

に掲げる費用につきそれぞれ⑴及び⑵に定める額を上限

とすること。 
 ⑴ [略]  ⑴ [略] 
 ⑵ 文房具費及び通学用品費  ⑵ 文房具費及び通学用品費 
  ア 小学校児童 １人当たり５，８００円   ア 小学校児童 １人当たり４，５００円 
  イ 中学校生徒 １人当たり６，１００円   イ 中学校生徒 １人当たり４，８００円 



 

 

  ウ 高等学校等生徒 １人当たり６，６００円   ウ 高等学校等生徒 １人当たり５，２００円 
  
（埋葬） （埋葬） 
第１１条 法第４条第１項第１０号の埋葬は、次に定める

ところにより行うものとする。 
第１０条 法第４条第１項第９号の埋葬は、次に定めると

ころにより行うものとする。 
１・２ [略] １・２ [略] 
３ 埋葬のため支出できる費用は、１体当たり大人２３９

，４００円以内、小人１９１，５００円以内とすること

。 

３ 埋葬のため支出できる費用は、１体当たり大人２１５

，２００円以内、小人１７２，０００円以内とすること

。 
  
（死体の捜索及び処理） （死体の捜索及び処理） 
第１２条 法第４条第１項第１１号の規定に基づく政令第

２条第１号の死体の捜索及び処理は、次の各号に掲げる

救助ごとに、当該各号に定めるところにより行うものと

する。 

第１１条 政令第２条第１号の死体の捜索及び処理は、次

の各号に掲げる救助ごとに、当該各号に定めるところに

より行うものとする。 

１ [略] １ [略] 
２ 死体の処理 ２ 死体の処理 
 ⑴～⑶ [略]  ⑴～⑶ [略] 
 ⑷ 死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げると

ころによること。 
 ⑷ 死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げると

ころによること。 
  ア 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置のための費用は

、１体当たり３，８００円以内とすること。 
ア 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置のための費用

は、１体当たり３，５００円以内とすること。 
イ 死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容

するために既存の建物を利用する場合は当該施設の

借上げに要する通常の実費とし、既存の建物を利用

できない場合は１体当たり６，１００円以内とする

こと。ただし、死体の一時保存にドライアイスの購

入費等の経費が必要であるときは、通常の実費を加

算することができること。 

イ 死体の一時保存のための費用は、死体を一時収

容するために既存の建物を利用する場合は当該施

設の借上げに要する通常の実費とし、既存の建物

を利用できない場合は１体当たり５，４００円以

内とすること。ただし、死体の一時保存にドライ

アイスの購入費等の経費が必要であるときは、通

常の実費を加算することができること。 
  
（災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等

で、日常生活に著しい支障を及ぼしているものの除去） 
（災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等

で、日常生活に著しい支障を及ぼしているものの除去） 
第１３条 法第４条第１項第１１号の規定に基づく政令第

２条第２号の規定による災害によって住居又はその周辺

に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及

ぼしているもの（以下「障害物」という。）の除去は、

次に定めるところにより行うものとする。 

第１２条 法第４条第１項第１０号の規定に基づく政令第

２条第２号の規定による災害によって住居又はその周辺

に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及

ぼしているもの（以下「障害物」という。）の除去は、

次に定めるところにより行うものとする。 
１ [略] １ [略] 
２ 障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコ

ップその他除去のため必要な機械、器具等の借上費又は

購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、障害物の除

去を行った一世帯当たりの平均が１４８，６００円以内

となるようにすること。 

２ 障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコ

ップその他除去のため必要な機械、器具等の借上費又は

購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、障害物の除

去を行った一世帯当たりの平均が１３７，９００円以内

となるようにすること。 
  
（救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費） （救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費） 
第１４条 法第４条第１項各号及び第２項の救助を実施す

るに当たり必要な場合は、次に定めるところにより救助

のための輸送費及び賃金職員等雇上費を支給することが

第１３条 法第４条第１項各号に掲げる救助を実施するに

当たり必要な場合は、次に定めるところにより救助のた

めの輸送費及び賃金職員等雇上費を支給することができ



 

 

できる。 る。 
１ 救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出

できる範囲は、次に掲げるとおりとすること。 
１ 救助のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出

できる範囲は、次に掲げるとおりとすること。 
 ⑴ 被災者（法第４条第２項の救助にあっては避難者）

の避難に係る支援 
⑴ 被災者の避難に係る支援 

 ⑵・⑶ [略] ⑵・⑶ [略] 
 ⑷ 福祉サービスの提供  
 ⑸ 炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給  ⑷ 飲料水の供給 
 ⑹ 死体の捜索  ⑸ 死体の捜索 
 ⑺ 死体の処理  ⑹ 死体の処理 
 ⑻ 救済用物資の整理配分  ⑺ 救済用物資の整理配分 
  
（実費弁償） （実費弁償） 
第１５条 法第７条第５項の実費弁償は、次の各号に掲げ

る者ごとに、当該各号に定めるところにより行うことと

する。 

第１４条 法第７条第５項の実費弁償は、次の各号に掲げ

る者ごとに、当該各号に定めるところにより行うことと

する。 
１ 令第４条第１号から第５号までに規定する者 １ 令第４条第１号から第４号までに規定する者 
⑴ 日当（１人１日当たり）  ⑴ 日当（１人１日当たり） 
ア 医師及び歯科医師 ２３，６００円以内   ア 医師及び歯科医師 ２１，５００円以内 

  イ 薬剤師 １８，８００円以内 イ 薬剤師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床

工学技士及び歯科衛生士 １５，１００円以内 
ウ 保健師及び助産師 １９，８００円以内 ウ 保健師、助産師、看護師及び准看護師 １５，

５００円以内 
エ 看護師 １９，６００円以内 エ 土木技術者及び建築技術者 １５，０００円以

内 
オ 准看護師 １６，７００円以内 オ 救急救命士 １４，７００円以内 
カ 栄養士、管理栄養士、診療放射線技師、臨床検

査技師、理学療法士、作業療法士、臨床工学技士

及び言語聴覚士 １７，９００円以内 

カ 大工 ２５，３００円以内 

キ 歯科衛生士及び歯科技工士 １７，４００円以内 キ 左官 ２６，５００円以内 
ク 救急救命士 １７，４００円以内 ク とび職 ２６，４００円以内 
ケ 保育士 １６，２００円以内  
コ 社会福祉士、介護福祉士、介護支援専門員、精

神保健福祉士、公認心理士、児童福祉法第２４条

の２６第２項に規定する視程障害児相談支援又は

障碍者の日常生活及び社会生活を総合的に支援す

るための法律第５１条の１７第２項に規定する視

程計画相談支援に従事する者として内閣府令で定

める者、土木技術者及び建築技術者 １７，４０

０円以内 

 

サ 大工 ３０，６００円以内  
シ 左官 ３２，８００円以内  
ス とび職 ３２，４００円以内  

⑵ 時間外勤務手当 ⑵ 時間外勤務手当 
  職種ごとに、⑴のアからスまでに定める日当額を基礎

とし、常勤県職員との均衡を考慮して算定した額以内と

すること。 

職種ごとに、⑴のアからクまでに定める日当額を基

礎とし、常勤県職員との均衡を考慮して算定した額以

内とすること。 



 

 

 ⑶ 旅費  ⑶ 旅費 
職種ごとに、⑴のアからスまでに定める日当額を基

礎とし、常勤県職員との均衡を考慮して職員の旅費に

関する条例（昭和２７年埼玉県条例第２０号）におい

て定める額以内とすること。 

職種ごとに、⑴のアからクまでに定める日当額を基

礎とし、常勤県職員との均衡を考慮して職員の旅費に

関する条例（昭和２７年埼玉県条例第２０号）におい

て定める額以内とすること。 
２ 令第４条第６号から第１１号までに規定する者 ２ 令第四条第五号から第十号までに規定する者 
３ 法第８条第４項の実費弁償は、救助の種類ごとに、第

２条から第１４条までに定めるところにより行うことと

する。 

 

  
（救助事務費） （救助事務費） 
第１６条 法第１８条第１項の救助の事務を行うのに必要

な費用（以下「救助事務費」という。）は、次に定める

ところによる。 

第１５条 法第１８条第１項の救助の事務を行うのに必要

な費用（以下「救助事務費」という。）は、次に定める

ところによる。 
１ [略] １ [略] 
２ 各年度において、前号の救助事務費として支出できる

費用は、法第２１条に定める国庫負担を行う年度（以下

「国庫負担対象年度」という。）における各災害に係る

前号⑴から⑺までに掲げる費用について、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号）第１４３条に定める会

計年度所属区分により当該年度に歳出に区分される額を

合算し、各災害の当該合算した額の合計額が、国庫負担

対象年度に支出した救助事務費以外の費用の額（第２条

から第１４条までに規定する救助の実施のために支出し

た費用及び前条に規定する実費弁償のため支出した費用

を合算した額、法第９条第２項において準用する法第５

条第３項に規定する損失補償に要した費用の額、政令第

８条第２項に定めるところにより算定した法第１２条の

扶助金の支給基礎額を合算した額、法第１９条に規定す

る委託費用の補償に要した費用の額並びに法第２０条第

１項に規定する求償に対する支払いに要した費用の額（

救助事務費の額を除く。）の合算額をいう。）の合算額

に、次の⑴から⑺までに掲げる区分に応じ、それぞれ⑴

から⑺までに定める割合を乗じて得た額の合計額以内と

すること。 

２ 各年度において、前号の救助事務費として支出できる

費用は、法第２１条に定める国庫負担を行う年度（以下

「国庫負担対象年度」という。）における各災害に係る

前号⑴から⑺までに掲げる費用について、地方自治法施

行令（昭和２２年政令第１６号）第１４３条に定める会

計年度所属区分により当該年度に歳出に区分される額を

合算し、各災害の当該合算した額の合計額が、国庫負担

対象年度に支出した救助事務費以外の費用の額（第２条

から第１３条までに規定する救助の実施のために支出し

た費用及び第１４条に規定する実費弁償のため支出した

費用を合算した額、法第９条第２項において準用する法

第５条第３項に規定する損失補償に要した費用の額、政

令第８条第２項に定めるところにより算定した法第１２

条の扶助金の支給基礎額を合算した額、法第１９条に規

定する委託費用の補償に要した費用の額並びに法第２０

条第１項に規定する求償に対する支払いに要した費用の

額（救助事務費の額を除く。）の合算額をいう。）の合

算額に、次の⑴から⑺までに掲げる区分に応じ、それぞ

れ⑴から⑺までに定める割合を乗じて得た額の合計額以

内とすること。 
 

附 則 

この告示は、令和８年４月１日から適用する。 

 

連絡先 

１ 担当 さいたま市役所総務局危機管理部防災課防災企画係 

 ２ 電話 ０４８（８２９）１１２６ 

 ３ FAX  ０４８（８２９）１９７８ 

 


